
108 畜産の情報　 2021.12

 海外情報

新型コロナウイルス感染症関連の情報

調査情報部

　調査情報部では世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、各国政府の対応など需
給に影響を与えるタイムリーな情報を、海外情報としてホームページで随時掲載しております。
（掲載URL：https://www.alic.go.jp/topics/index_abr_2021.html）
　ここでは、前月号までにご紹介したもの以降、10月末までに掲載したものをまとめて紹介
いたします。

（令和３年１０月２６日付） 
米国農務省、食肉処理加工能力向上に係る融資保証の支援を公表（米国）

　米国農務省（ＵＳＤＡ）は２０２１年１０月４日、食肉・食鳥処理加工分野の競争力を強化し、
サプライチェーンのボトルネックとなっている当該分野の寡占化の改善を目的に、中小規模の食
肉・食鳥処理加工施設への融資保証による支援のために米国救済計画法を財源として１億米ドル

（１１３億円：１米ドル＝１１３円（注１））を拠出することを発表した。
　本支援はバイデン政権が掲げる政策「Build Back Better（より良い再建を）」を受けて、Ｕ
ＳＤＡが打ち出した「Build Back Better Initiative」（より良い再建を構想）による各種支援
の一つである。

（注１）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社「月末・月中平均の為替相場」の９月末ＴＴＳ相場。

食肉処理加工能力向上に係る融資保証支援

（１）支援内容
　ＵＳＤＡは、２１年７月９日に公表した食肉・食鳥処理加工施設の新規設立への支援に加え、
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食肉・食鳥処理加工施設の整備・運営を支援すべく、運転資金、施設や設備の整備費用、その他
の投資に利用できる地方金融機関および民間金融機関による融資を受けられるよう融資保証を実
施する。これにより、食品の集約、処理・加工、流通等を担う企業の新規参入や規模拡大を推進
し、サプライチェーンのボトルネックの解消、回復力の強化を図る。ＵＳＤＡは近日中にも本支
援の具体的な要件を発表することとしており、１０月１４日には地方金融機関をはじめとした融
資機関を対象にウェビナーを実施するなど準備を進めている。
（２）業界の反応
　ＵＳＤＡによる本支援の発表を受け、全米肉牛生産者・牛肉協会（ＮＣＢＡ）はプレスリリー
スを発出し、本支援が牛肉処理加工能力の向上に資するもので、弾力性のある食肉産業の構築に
寄与するものであると評価した。
　ＮＣＢＡのレイン副会長は、「新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）の感染拡大によっ
て、サプライチェーンにおける多くの脆

ぜいじゃく

弱性が浮き彫りとなったが、特に食肉処理加工において
は、肉牛生産者にとっては収益低下、消費者にとっては牛肉価格の高騰が生じてしまった。ＵＳ
ＤＡによる本支援は食肉市場の安定化のための新たな一歩である」と支持を表明した。

「より良い再建を構想」の枠組み

　バイデン政権が掲げる政策「Build Back Better（よりよい再建を）」は、（１）コロナ禍か
らの救済（Rescue Plan）、（２）大規模インフラ投資・雇用拡大計画（Jobs Plan）、（３）教
育強化等による家計支援（Families Plan）、（４）税制改正による財源確保を柱としている。こ
のうち、（１）コロナ禍からの救済（Rescue Plan）については、２１年３月に米国救済計画法
が成立したが、その他のインフラ投資計画や家計支援などについては、２１年１０月１８日時点
で議会での議論が続いている。
　一方で、ＵＳＤＡは、バイデン政権の政策に沿った施策として、「より良い再建を構想」を打
ち出し、これまでに米国救済計画法や２１年統合歳出法を財源に各種支援、体制強化に取り組ん
でいる。

＜「より良い再建を構想」とは＞
　「より良い再建を構想」はＣＯＶＩＤ－１９の感染拡大等によるサプライチェーンの混乱から
得た教訓を踏まえ、新たな市場機会の創出、地域社会への支援、高賃金での雇用への支援、気候
変動への対応を目的として、ＵＳＤＡが米国食料システムの中核となる部分を支援する取り組み
である。緊急食料支援プログラム（後述）の拡充と、生産、処理・加工、流通、市場・消費といっ
たサプライチェーンの各段階の課題に対する支援から成るものである。また、２１年６月には、
ヴィルサック農務長官が「サプライチェーン混乱タスクフォース」の共同議長に就任し、短期的
な食料サプライチェーンの課題解決に取り組んでいることからも、ＵＳＤＡの取り組みの重要性
は増しており、畜産業界も注視している。また、ＵＳＤＡは「より良い再建を構想」の取り組み
として合計５０億米ドル（５６５０億円）の支援の枠組みとして公表しており、同年９月２３日、
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２４日に米国ニューヨークで開催された国連食料システムサミットの場でも紹介している。

（１）サプライチェーンの各段階の課題に対する支援　【４０億米ドル（４５２０億円）以上】
　フードシステムの強化、新たな市場機会の創出、気候変動への対応、取り残された地域社会へ
の支援、サプライチェーン全体の高賃金雇用への支援を目的として、２１年６月８日に公表され
た支援である。米国救済計画法および２１年統合歳出法等から４０億米ドル（４５２０億円）以
上を拠出し、サプライチェーンの段階ごとに支援方針を打ち出し、これに沿って支援策を措置す
ることとされている（図１）。

　特に、食肉処理・加工施設等において、一部の畜産農家等や小規模加工業者が適切な市場機会
を与えられていないこと、畜産農家等に正当な収益がもたらされていないことを踏まえ、中小規
模の食肉処理・加工施設の不足を解消し、それを支えるために必要な地域の食料システムインフ
ラの整備に取り組む。
（ⅰ）　食肉処理加工能力向上支援【うち５億米ドル（５６５億円）以上】
　補助金交付、融資保証、技術支援によって、新たに設立される食肉・食鳥処理加工施設の整備・
運営を支援する。食肉・食鳥処理加工分野の競争力を強化し、サプライチェーンのボトルネック
となっている当該分野の寡占化を改善することを目的として、２１年７月９日に公表された（注２）。
（注２）詳細は、「【海外情報】食肉・食鳥処理の新規参入促進に向けて５億米ドルの支援を発表（米国）（令和３年７月２１日発）」を参照。

（ⅱ）　食肉処理加工能力向上に係る融資保証【うち１億米ドル（１１３億円）】
　前出の「食肉処理加工能力向上に係る融資保証支援」の通り。上記(ⅰ)食肉処理加工能力向上
支援による融資保証に加え、既存施設の規模拡大にまで対象を広げ、運転資金、施設や設備の整
備費用、その他の投資に係る融資保証を実施する。
（ⅲ）　小規模・零細食肉・食鳥処理施設の体制強化【うち１億５５２０万米ドル（１７５億円）】

安定的な⾷料⽣産のためには、農家や畜産農家などの⽣産者や従業員の役割は極めて⼤きいにも関わらず、そ
の対価・労賃の割合が減少している。そのため、直接的な⽀援、研修等による能⼒強化、技術⽀援などにより、⽣
産者や従業員の収益向上に寄与する。

⽣産段階

新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤時に、⼤規模集約型の処理・加⼯体制が浮き彫りとなり、労働⼒不⾜な
どによりサプライチェーンのボトルネックとなり、特に中⼩規模の⽣産者による出荷が困難となることもあった。そのため、
地域の処理・加⼯施設の新設や拡⼤への⽀援により、処理・加⼯体制を強化する。

処理・加⼯段階

⾷品を必要なときに必要な場所に集約するためには流通に要する適切なインフラが必要である。新型コロナウイル
ス感染症の感染拡⼤の際には、流通がひっ迫するなどの問題が⽣じた。そのため、流通インフラの整備への⽀援によ
り、いかなるときにも弾⼒性、柔軟性、即応性を維持することができる体制を確保する。

流通段階

社会的不利な⽴場にある多くの中⼩規模の⽣産者は、市場への公平なアクセスができていないことから、多様な
⽣産者の市場機会の拡⼤を⽀援する。また、消費者の健康的で⾼品質な⾷品へのアクセスを⽀援する。

市場・消費段階

図１ 各段階ごとの⽀援⽅針

資料︓USDAによる公表をもとに作成。資料：USDAによる公表を基に作成。

図1　各段階ごとの⽀援⽅針
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a）小規模・零細施設における食肉加工能力の強化【うち５５２０万米ドル（６２億円）】
　「食肉・食鳥検査準備助成（ＭＰＩＲＧ：Meat and Poultry Inspection Readiness 
Grant）プログラム」を通じて、小規模施設における確実な検査・食品安全基準順守の体制の
維持・強化を支援する。食肉・食鳥の処理・加工能力と効率の向上を図るため、２１年６月
２１日に公表された。
b）�ＣＯＶＩＤ－１９に影響を受けた小規模・零細施設への緊急支援【うち１億米ドル
（１１３億円）】

　ＣＯＶＩＤ－１９による影響により大規模施設に出荷できなかった家畜を受け入れた小規
模・零細施設に対して、処理・加工等に係る検査費用等のコスト増加分を支援する。ＣＯＶＩ
Ｄ－１９により増加した小規模施設の支出負担を軽減するために、２１年７月９日に公表され
た（注3）。

（注3）詳細は、「【海外情報】米国農務省、食肉および食鳥処理施設の能力向上に５５２０万米ドルを投入（米国）（令和3年７月１４日発）」
および「【海外情報】食肉・食鳥処理の新規参入促進に向けて５億米ドルの支援を発表（米国）（令和3年７月２１日発）」を参照。

（ⅳ）　�ＣＯＶＩＤ－１９の影響を受けた農場従業員および食肉・食鳥処理加工施設従業員等の救
済支援【うち７億米ドル（７９１億円）】

　農場従業員、食肉・食鳥処理加工施設従業員の防護服購入費用、扶養家族ケア費用、検査費用
な ど の Ｃ Ｏ Ｖ Ｉ Ｄ－ １ ９ 対 策 費 用 を 支 援 す る。 ま た、 本 予 算 の う ち ２ ０ ０ ０ 万 ド ル

（２２億６０００万円）を活用し、食料小売店従業員における同対策費用の重要性および必要性
等を把握するためにパイロット事業として同様の支援を実施する。ＣＯＶＩＤ－１９からこれら
従業員の健康と安全を確保することを目的として、２１年９月７日に公表された。

（２）緊急食料支援プログラム（ＴＥＦＡＰ）の拡充【最大１０億米ドル（１１３０億円）】
　ＣＯＶＩＤ－１９の感染拡大の際に得られた教訓から、緊急食料支援プログラム（ＴＥＦＡＰ）
による現場体制の強化、食料の購入方法等を改善することを目的として、２１年６月４日に公表
された支援である。米国救済計画法から５億米ドル（５６５億円）、２１年統合歳出法から５億
米ドル（５６５億円）を拠出し、最大１０億米ドルを支援するとしている。支援内容は以下の3
点である。
（ⅰ）　緊急食料支援【うち５億米ドル（５６５億円）】
　ＵＳＤＡが５億米ドル（５６５億円）分の米国産食料を購入し、ＴＥＦＡＰを通じて各州のフー
ドバンクに配給する。小規模事業者、女性、マイノリティ、退役軍人を対象とする。なお、本支
援により、生鮮食料品の需要も高まると見込まれている。
（ⅱ）　地域的、社会的に不利な立場にある農家への支援【うち最大４億米ドル（４５２億円）】
　ＵＳＤＡは州政府やその他の地域団体と協力協定を締結し、フードバンクで配給する食料を地
域的あるいは社会的に不利な立場にある生産者からも購入する。なお、この取り組みにより、そ
の後にこれらの生産者が地域の食料システムに参画可能となる関係構築を促進する。
（ⅲ）　インフラ整備によるフードバンク能力向上支援【うち最大１億米ドル（１１３億円）】
　ＵＳＤＡは、フードバンクなどの地域の食料提供組織がＴＥＦＡＰの要件を満たした上でイン
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フラを強化し、農村部、遠隔地、低所得者層のコミュニティへの食料提供が可能となるよう、州
の緊急食料ネットワークへの参加支援や食料の保管・管理設備の整備を支援する。
＜緊急食料支援プログラム（ＴＥＦＡＰ：The Emergency Food Assistance Program）と
は＞
　ＴＥＦＡＰは、ＵＳＤＡが高栄養価・高品質の食品を購入し、各州の配給機関に無償で提供す
ることによって、高齢者を含む低所得者の食生活を補うためのプログラムである。各州への配給
量は当該州の貧困水準以下の所得に分類される人の数と失業者数によって決まる。各州政府は、
地元フードバンク、フードバンクから対象者に直接食料を提供できる地元組織（スープキッチン
やフードパントリー等）や低所得世帯への食料提供活動を行う地域組織に食料を配給する。なお、
食料の保管・管理費用も補助されている。

� 【調査情報部　国際調査グループ】

（１）緊急⾷料⽀援 ︓５億⽶ドル
（２）地域的、社会的に不利な⽴場にある農家への⽀援 ︓最⼤４億⽶ドル
（３）インフラ整備によるフードバンク能⼒向上⽀援 ︓最⼤１億⽶ドル

（１）⾷⾁処理加⼯能⼒向上⽀援 ︓５億⽶ドル
（２）⾷⾁処理加⼯能⼒向上に係る融資保証 ︓１億⽶ドル
（３）⼩規模・超⼩規模⾷⾁・⾷⿃処理施設の体制強化 ︓１億5520万⽶ドル

① ⼩規模・超⼩規模施設における⾷⾁加⼯能⼒の強化 うち5520万⽶ドル
② COVID-19の影響を受けた⼩規模・超⼩規模施設への緊急⽀援 うち１億⽶ドル

（４）COVID-19の影響を受けた
農場従業員および⾷⾁・⾷⿃処理加⼯施設従業員等の救済⽀援 ︓７億⽶ドル

※ ⽶国農務省は今後も必要な⽀援を追加公表予定。

緊急⾷料⽀援プログラム（TEFAP）の拡充

サプライチェーンの各段階の課題に対する⽀援

Build Back Better Initiative

最⼤
10億⽶ドル

40億⽶ドル
以上

※ 50億⽶ドル以上の⽀援の枠組みとして公表

図２ 「Build Back Better Initiative」の枠組み

資料︓USDAによる公表をもとに作成。

図２　「Build Back Better Initiative」の枠組み

資料：USDAによる公表を基に作成。
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欧　州

（令和３年１０月８日付） 
英国政府、家きん産業の労働者不足を補うために短期労働ビザの発給を
決定（英国）

　英国政府は９月２６日、クリスマスの需要期に向けてＥＵ離脱（ブレグジット）後の移民制限
や新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）による規制などに伴う家きん産業の労働力不
足を解消させるため、国外からの家きん産業の労働者に対して最大５５００人分の短期労働ビザ
を発給することを発表した。また、クリスマスに向けて食品や燃料を輸送するために、最大
５０００人の運転手に対しても同様の措置が前日に発表されている。英国政府は、今回の措置に
より生産者や食品企業は、クリスマスの食品供給に対するリスクを軽減するために、必要な労働
力を確保することができるとしている。
　今回の決定を受けて、重量積載物車両（ＨＧＶ）（注１）運転手と家きん産業の労働者に対し、
１０月から１２月２４日まで有効な短期労働ビザが発給される。英国ビザ・移民局（ＵＫＶＩ）
は、運輸省および環境・食料・農村地域省と協力して、ビザの申請を迅速に処理するとしている。

（注１）総重量(車両＋積載物）が３. ５トン以上の大型車両

　労働者不足解消に向けた取り組みを政府に要請していた英国家きん協会（注２）は、「家きん産業
に臨時の季節労働者を認めるという政府の動きは、歓迎すべきものである。国外からの労働者は、
家きん部門のクリスマスに向けた需要を考えると不可欠な存在であったが、コロナ禍においてこ
れまで以上に必要とされる存在となった。家きん肉は、クリスマスディナーの中心的な存在であ
り、政府が耳を傾けてくれたことをうれしく思う」とのコメントを発表した。

（注２）�海外情報「英国家きん協議会、労働者不足解消に向けた取組を政府に要請（英国）」（https://www.alic.go.jp/chosa-c/
joho01_003037.html）を参照されたい。

　現地情報によると、今回の英国政府の決定は業界団体から広く歓迎されているものの、すでに
クリスマス用の七面鳥の減産をしていた一部の大手家きん肉生産者は、決定が遅すぎると不満の
声を挙げている。これらの生産者は、クリスマス向けの七面鳥の飼育を８月から農場で開始する
必要があるため、遅くとも６月には季節労働者の労働許可が必要であったとしている。
　なお、英国政府は、労働者不足の長期的な解決策として、技能習得のための訓練機会の提供、
賃金の引き上げなどを通じて、国内労働者にとって家きん肉部門をより魅力的な産業にすること
が必要だと主張している。

� 【調査情報部　小林　智也】

108-113_畜産2112_海外情報_コロナ.indd   6108-113_畜産2112_海外情報_コロナ.indd   6 2021/11/17   11:222021/11/17   11:22


